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2021年4月27日開催：「療養通所介護交流会」資料より



療養通所介護（地域密着型通所介護）の制度のあらまし

■療養通所介護とは：（指定地域密着型サービス基準第40条第1項に規定する指定療養通所介護事業所）
難病等、認知症、脳血管疾患後遺症、又はがん末期の者であって、サービス提供に当たり常時看護師による観察が

必要な者を対象とし、療養通所介護計画に基づき、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能
訓練を行うことをいう。

■医療との連携：
指定療養通所介護の提供に当たっては、利用者の主治医や利用している訪問看護事業者等との密接な連携に努め
なければならない

■施設・設備：1人当たり６．４㎡以上で必要な設備・備品

■従業者の配置基準：
利用者の数が1.5に対し、提供時間帯を通じて専従する従業者が1以上確保されるために必要と認められる数以上
とする（提供時間帯においては複数の看護師等の交代も可）

■運営等：
事業所ごとに運営規程を定めること、緊急時対応医療機関を定めること、安全・サービス提供管理委員会の設置・
開催（６月に1回以上）、運営推進会議の設置・開催（１２月に1回以上）など
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■定員：18名以下とする。



3

（参考）令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」の改定（あらまし）

資料： 厚生労働省提供



令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」運営基準等の改定（あらまし）

■感染症対策の強化：（義務付け、3年間の経過措置：令和6年3月31日までは努力義務）

感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の開催（テレビ電話装置等をして行うことができる）を、おおむね
6月に1回以上開催し、結果について従業者に周知する。
感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備、研修及び訓練（感染症の業務継続計画に関する研修会等との合同開催可）
を定期的に実施する。

■業務継続計画に向けた取組の強化：（義務付け、3年間の経過措置：令和6年3月31日までは努力義務）

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する療養通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期
の業務再開を図るための計画を策定し、必要な措置を講じる。業務継続計画（BCP）の策定、全従業者への周知、研修（地域での他
事業所との合同開催、法人内の事業所との合同開催、テレビ電話装置等を利用して行うことができる）及び訓練（机上でのシミュ
レーション可）を定期的に実施、定期的な見直し・変更を行う。

■認知症介護基礎研修の受講の義務付け： （義務付け、3年間の経過措置、新入職員は1年間）

介護に直接携わる職員のうち医療・福祉関係の資格を有さない者に研修を受講させるために必要な措置を講ずることを義務付け
る。

■虐待防止の推進：（義務付け、3年間の経過措置：令和6年3月31日までは努力義務）

虐待の未然防止、虐待等の早期発見、虐待等への迅速かつ適切な対応のために、虐待の発生又はその再発を防止するための対策
を検討する委員会（虐待防止検討委員会）を定期的に開催（テレビ電話装置等をして行うことができる）し、その結果を従業者に周知
する。虐待防止の指針の整備、研修の実施、担当者を定めること。
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委員会等設置・開催 指針の整備 研修・訓練 他の会議体・サービスと
の連携

（テレビ電話等の活用）

感染症対策 【感染対策委員会】
○委員は感染対策の知識
を有する者を含む幅広い
職種
○6月に1回以上
○感染対策担当者を決め
ておく

感染症の予防及びまん延の
防止のための指針（平常時
と発生時）を整備する

○研修は年1回以上、新
規採用時
○訓練は年1回以上実
施

・他の会議体との一体的運営
や他のサービス事業者との
連携開催可
※感染症発生時のBCPと合
同の研修・訓練可

※テレビ電話装置等活用可

業務継続計画
（BCP）
・感染症発生時

・自然災害時

対応主体（責任者・代行者
選定）
役割分担等

○サービスの提供の継続、
非常時の体制で早期の業務
再開
○利用者と職員の安全確保

○研修は年1回以上、新
規採用時
○訓練（机上含む）は年
1回以上実施

業務継続計画の策定、研修・
訓練については、他のサービ
ス事業者と連携で行うこと可

※テレビ電話装置等活用可

虐待の発生又
はその再発防
止対策

【虐待防止検討委員会】
○委員は管理者を含む幅
広い職種
○虐待防止の専門家を活
用
○担当者を定めること

運営規程に「虐待の防止の
ための措置に関する事項」
追記
虐待の防止に係る組織内の体
制（責任者の選定、従業者への
研修方法や研修計画等）や虐待
等が発生した場合の対応方法等
を指す内容

○研修は年1回以上、新
規採用時
内容：虐待等の防止の
基礎的内容等の適切な
知識の普及・啓発
事業所における指針に
基づく虐待防止の徹底

・他の会議体との一体的運営
や他のサービス事業者との
連携開催可

※テレビ電話装置等活用可

訪問看護ステーションにおける感染予防対策等の進め方について



令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」運営基準等の改定（あらまし）

■非常災害対策：
災害への対応において、小規模多機能型居宅介護等の例を参考に避難等訓練の実施、地域住民の参加が得られるような連携に努
めなければならない。

■LIFE情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進（努力義務）：
介護保険関連情報等を活用し、事業所単位での PDCA サイクルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に努
めなければならない。

■ハラスメント対策の強化：
男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策を求めることとする。指
定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背
景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するための
方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。
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■会議や多職種連携におけるICT活用・利用者の状態確認におけるICT活用：
運営基準や加算の要件等において実施が求められる各種会議等（利用者の居宅を訪問しての実施が求められるものを除く）につ
いて、感染防止や多職種連携の促進の観点から、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を参考にして、テレビ電話等を活用しての実施を認める。利用者等が参加し
て実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上で、テレビ電話等を活用しての実施を認める。

※ 準用規定により、「訪問介護事業所」等は「療養通所介護事業所」等と読み替える。

■サービス付き高齢者向け住宅等高齢者集合住宅への併設：
事業所と同一の建物に居住する利用者以外にもサービス提供を行うよう努めることとする。市町村等が当該事業を指定する際に、
一定割合以上を当該事業所に併設する高齢者集合住宅以外の利用者とする等の条件を付することは差し支えないこと。



■運営規定等の掲示：
指定訪問介護事業所の見やすい場所に運営規程の概要、勤務体制など重要事項を掲示することについて、掲示に代えて、いつで
も閲覧可能な形でファイル等を備え置くこと等を可能とする。
※勤務体制は職種ごと、常勤・非常勤事当の人数を掲示する趣旨で職員の名前を書く必要はない。

■利用者への説明・同意：
ケアプランや重要事項説明書等における利用者等への説明・同意について、電磁的記録による対応を原則認め、 利用者等の署名・
押印について求めないことが可能であること及びその場合の代替手段を明示するなど見直す。

■記録の保存・交付等：
諸記録について、書面に代えて、電磁的記録により行うことを認めることとする。交付、説明、同意、承諾、締結のうち書面で行うこ
とが規定されている又は想定されるものについて、交付等の相手方の承諾を得て、電磁的方法ができるものとする。

■人員基準等への両立支援への配慮
常勤での配置を求められる職員が「育児・介護休業法」に規定する休業の取得期間において同等の資質を有する複数の非常勤職
員を常勤換算することで、常勤１の人員配置基準を満たすことができる（基準通知）。
職員が「育児・介護休業法」による短時間勤務制度を利用する場合は週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も常勤１と扱う。

令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」運営基準等の改定（あらまし）
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■その他：
特例居宅介護サービス費等の対象地域と特別地域加算の対象地域について、自治体からの申請を踏まえて、それぞれに分けて指

定を行い、地域の実情に応じたサービス提供を確保する。



令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」運営基準等の改定（あらまし）
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■他の療養通所介護事業所との併用は不可
利用者が一つの事業所の療養通所介護を受けている間は、当該事業所以外の療養通所介護事業所が療
養通所介護を行った場合は算定しない。 ケアマネジメントにより、療養通所介護以外のサービスは併用で
きる。

■ICT活用による送迎時の健康管理
長時間・定期的に事業所を利用している者については、初回のサービス利用時を除き、ICTを活用し、
通所できる状態であることの確認及び居宅に戻った時の状態等を確認することができる。

具体的には、主治医や当該事業所の看護師が、ICTを活用した状態確認でも支障がないと判断し、当該
活用による状態確認を行うことに係る利用者又は家族の同意が得られているものを対象にできる。

利用者やその家族の同意が得られている場合に、看護職員は、介護職員と連携し、通所できる状態で
あることや居宅に戻った時の状態の安定等を確認することができる。
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療養通所介護における感染症に対応するための特例的な評価（０．１％の上乗せ）

1月当たりの基本報酬に０．１％を乗じた額（四捨五入、ただし、1単位未満となる場合は切り上げ）
「令和3年9月30日までの上乗せ分」の算定に当たり合計するサービスコードが示されている。療養通所介護では、
基本部分及び減算（利用定員越え、看護・介護職員欠員、入浴介助無し、過小サービス）に係る合成サービスコードに
よる1月当たりの合計算定単位数に0.1％を乗じて算定する。

資料：令和3年3月31日厚生労働省老健局介護保険計画課等 事務連絡 「介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について」

基本部分及び加減算に係
るサービスコード

＊定員超過
＊看護・介護職員欠員
＊入浴なし
＊過少サービス



令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」の報酬改定（あらまし）

加算の項目 改定前 改定後

サービス提供体制強化加算 勤続年数3年以上が30％以上：6単位／回 勤続年数3年以上が30％以上： ２４単位／月
勤続年数7年以上が30％以上： ４８単位／月

個別送迎体制強化加算
入浴介助体制強化加算

21０単位／日 送迎なしの減算47単位
60単位／日

月額包括報酬に含まれる（別途算定不可）

栄養改善スクリーニング加算 5単位／回（6月に1回） 口腔・栄養スクリーニング加算20単位／回（6月に1回）

中山間地域に居住する利用者への加算 基本単位の５／１００ 同左

介護職員処遇改善加算 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ Ⅳ、Ⅴの廃止

介護職員等特定処遇改善加算 介護職員処遇改善加算の上乗せ Ⅰ、Ⅱ 同左

改定前の基本報酬 改定後の基本報酬

3時間以上6時間未満／回 1,012単位 12,691単位／月（新設）
（月額包括報酬）6時間以上8時間未満／回 1,519単位

※令和３年4月1日から9月30日までの間は、１０００分の1001に相当する単位数を算定

減算の項目 改定前 改定後

入浴介助を行わない場合の減算 （新設）基本報酬単位の９５／１００

サービス提供量過小の減算 （新設）基本報酬単位の７０／１００

定員超過の減算 基本報酬単位の７０／１００ 同左

看護・介護職員の欠員の減算 基本報酬単位の７０／１００ 同左10

※産前産後休業や病気休暇のほか、育児・介護休業、母性健康管理措置としての休業を取 得した期間は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることができる。
（令和3年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol4）R3,3，29）



１)加算
（１）中山間地域に居住する利用者への加算

別に厚生労働大臣が定める地域に居住する利用者への療養通所介護は、5／100の加算

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅲ） イ：４８単位／月、（Ⅳ）ロ：２４単位／月 （改定）
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所

イ 職員の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が30／100以上であること （改定）
ロ 職員の総数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が30／100以上であること

（３）介護職員処遇改善加算：（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）

（４）介護職員等特定処遇改善加算：介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）または（Ⅱ）

（５）口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）：２０単位／回 ※６月に１回を限度 （改定）
従業者が利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行い、
介護支援専門員に情報を文書で共有した場合に算定する

令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」の報酬の加算・減算について
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２)減算
（１）利用定員を超えた場合の減算
所定単位数に70／100を乗じて得た単位数を用いて、算定に関する基準の例により算定する

（２）看護職員等従業者の員数：別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合（看護・介護職員の欠員）
所定単位数に70／100を乗じて得た単位数を用いて算定する

（３）入浴介助を行わない場合の減算（95／100） （新設）
・事業所内に入浴設備がない場合など事業所の都合により入浴介助を実施しない場合は、所定の単位数の

95／100に相当する単位数を算定
・療養通所介護計画に、入浴介助の提供が位置づけられている場合に、利用者側の事情により、療養通所介護費
を算定する月に入浴介助を１度も実施しなかった場合も減算の対象となるが、利用者の心身の状況や希望に
より、清拭又は部分浴を実施した場合はこの限りではない

（４）サービス提供が過少である場合の減算（70／100） （新設）
算定月における利用者１人当たり平均回数が、月5回に満たない場合は、所定の単位数の70／100に相当
する単位数を算定
イ 「利用者１人当たり平均回数」は、暦月ごとにサービス提供回数の合計数を、利用者数で除して算定する
ロ 利用者が月の途中で、利用を開始する、終了する又は入院する場合にあっては、当該利用者を「利用者１人当
たり平均回数」の算定に含めない

ハ 市町村長は、サービス提供回数が過少状態が継続する場合には、適切なサービスの提供を指導する

令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」の報酬の加算・減算について

入浴介助減算は利用者ごとに算定

入浴介助減算は全員に算定



令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」の基本報酬の算定について

１）基本単位：包括報酬：１２，６９１単位（１月につきの算定単位）
①療養通所介護事業所へ登録している期間１月につきの算定（入浴介助なし、過小サービス）
○入浴介助を行わない場合（95／１００） ： １２，０５６単位／月
○過少サービスに対する減算（７０／100） ： 8,884単位／月
○入浴介助なし＋過少減算 ： 8,439単位／月
②療養通所介護事業所へ登録している期間１月につきの算定（看護・介護職員欠員）
○看護・介護職員欠如（７０／１００）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・： ８，８８４単位／月
○看護・介護職員欠如+入浴介助なし （７０／１００）×（95／１００） ： ８，４４０単位／月
○看護・介護職員欠如+過少サービス （７０／100）× （７０／100） ： ６，２１９単位／月
○看護・介護職員欠如+入浴介助なし＋過少サービス （７０／１００）×（95／１００）×（７０／１００） ：５，９０８単位／月
③療養通所介護事業所へ登録している期間１月につきの算定（定員超過）
○定員超過の場合（７０／１００）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・： ８，８８４単位／月
○定員超過+入浴介助なし （７０／１００）×（95／１００） ： ８，４４０単位／月
○定員超過+過少サービス （７０／100）× （７０／100） ： ６，２１９単位／月
○定員超過+入浴介助なし＋過少サービス （７０／１００）×（95／１００）×（７０／１００） ：５，９０８単位／月

２）基本単位：日割り計算（1日につきの算定単位）
月の途中から登録した場合又は月の途中に登録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から当該月の末日まで又は当該月の初日から登録終
了日まで）に対応した単位数とする（地域密着型通所介護サービスコード表・契約期間が1月に満たない場合（日割り計算用サービスコード）を参照）
※これらの算定の基礎となる「登録日」とは、サービスを実際に利用開始した日で、「登録終了日」とは利用契約を終了した日とする

【算定例】4月1日利用開始し10日に契約終了した場合（減算が全くない場合） ： 417単位/日×10日＝4,170単位となる
日割り単位（入浴・過少サービスの有無）
○減算がない場合： 417単位/日
○入浴介助なし： 397単位/日
○過小サービス： 292単位/日
○入浴介助なし＋過小サービス： 278単位/日

日割り計算においても、月単位報酬同様に、入浴介助なし（９５／１００）、過少サービス（７０
／１００）の有無による減算割合と、看護・介護職員欠員減算（７０／１００）及び、定員超過減
算（７０／１００）が乗じられた単位数を算定する
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月の途中で、入
院となった場合
は、日割り計算
ではなく月額包
括報酬を算定す
る



令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」の加算、その他について

（新設）口腔・栄養スクリーニング加算20単位／回（6月に1回）

（あらまし）
利用開始時及び、利用中6月ごとに、利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は、栄養状態のス

クリーニングを行って介護支援専門員と情報を文書で共有した場合に算定する。
ただし、当該療養通所介護の人員基準等を満たしてない場合は算定できない。

【算定要件】
（１）利用開始時及び、利用中6月ごとに、利用者の口腔の健康状態について確認を行い、口腔の健康状
態に関する情報（口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合は改善に必要な情報含む）を当該
利用者を担当する介護支援専門員に提供していること

（２）利用開始時及び、利用中6月ごとに、利用者の栄養状態について確認を行い、栄養状態に関する情
報（低栄養状態にあっては改善に必要な情報含む）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供し
ていること
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参考

15
LIFEのデータとして利用してはどうか



令和3年度介護報酬改定における「療養通所介護」の改定事項について

リハビリテーション（機能訓練）・口腔・栄養の一体的な推進について

リハビリテーション・機能訓練と栄養管理の連携においては、筋力・持 久力の向上、活動量に応じた適切な栄養摂
取量の調整、低栄養の予防・改善、食欲の増進等が期待される。

栄養管理と口腔管理の連携においては、 適切な食事形態・摂取方法の提供、食事摂取量の維持・改善、経口摂取の
維持等が期待される。口腔管理とリハビリテーション・機能訓練の連携においては、摂食・嚥下機能の維持・改善、
口腔衛生や全身管理による誤嚥性肺炎の予防等が期待される。
このように、リハビリテーション・機能訓練、栄養管理及び口腔管理の取組は一体的に運用されることで、例え
ば、 ・ リハビリテーション・機能訓練の負荷又は活動量に応じて、必要なエ ネルギー量や栄養素を調整することに
よる筋力・持久力の向上及びＡＤ Ｌの維持・改善 ・ 医師、歯科医師等の多職種の連携による摂食・嚥下機能の評価
により、 食事形態・摂取方法の適切な管理、経口摂取の維持等が可能となることによる誤嚥性肺炎の予防及び摂
食・嚥下障害の改善など、効果的な自立支援・重度化予防につながることが期待される。

このため自立支援・重度化防止のための効果的なケアを提供する観点から、医師、歯科医師、理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士、管理栄養士、 歯科衛生士等の多職種による総合的なリハビリテーション・機能訓練、栄養管理
及び口腔管理が実施されることが望ましい。

資料：リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する 基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について
https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000755018.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000755018.pdf
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●リハビリテーション・機能訓練、栄養管理、口腔
を一体的に運用することで、効果的な自立支援・
重度化予防につながる

実施計画書には、記載する管理内容ごとに、

① 利用者及び家族の意向

② 解決すべき課題

③ 長期目標

④ 短期目標

⑤ 具体的なケア内容
（担当職種、期間、頻度を記載する）

LIFEのデータとして利用してはどうか

参考



事業者（○○法人）

訪問看護

ステーション

利用者

主治医

訪問看護

訪問診療・往診

指示・報告

連携・協働 ■療養通所介護
（定員１８名以下）

■児童発達支援事業等
（重度障害児等５名以上）

通所

緊
急
時
対
応
医
療
機
関

安
全
・サ
ー
ビ
ス
提
供
管
理
委
員
会

嘱託医

ケアマネジャー・相談支援専門員
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（参考）療養通所介護を活用した児童発達支援事業等（訪問看護ステーション併設例）の図

運
営
推
進
会
議

連携

201６年から、地域密着型通所介護の一類型となる

2012年から訪問看護と療養通所介護・児童発達支援事業等を一体的に運営

20０６年創設時から訪問看護と療養通所介護を併設して運営



項 目 療養通所介護 主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等

主に重症心身障害児を通わせる児童発達支
援又は放課後等デイサービス

主に重症心身障害者を通わせ
る生活介護

定 員 18名以下
（最大利用可能人数であり、職員配置を
求める定員ではない）

5名以上
（左記定員のうち上記定員を設定可能）
（上記定員を満たない場合は、左記定員を上限として要介護者の受入が可能）

人員 配置 管理者 1名（看護師：兼務可） 1名（左記と兼務可）

嘱託医 － 1名（特に要件なし）

従業者

・看護職員又は介護職員
（利用人数に応じて、1.5：1の職員配置）
（うち、1以上は常勤の看護師）
（定員内で利用者外の者を受け入れる場
合、利用者合計数に応じて1.5：1を満た
す配置が必要）

・児童指導員又は保育士1以上
・看護職員 1以上
・機能訓練担当職員1以上

・生活支援員
・看護職員 1以上
・理学療法士又は作業療法士（実施する場
合）
上記職員の総数は、障害支援区分毎に規
定（例：平均障害支援区分が5以上の場合
は、3：1）
（左記と一体的に配置することが可）

支援管理責
任者

－
児童発達支援管理責任者1以上
（管理者との兼務可）

サービス管理責任者 1
（管理者及び左記との兼務可）

設 備 ・専用部屋 （6.4㎡/人）
・必要な設備（兼用可）

指導訓練室の他、必要な設備（左記との兼用可）

（参考）療養通所介護と、主に重症心身障害児・者の児童発達支援事業等の組み合わせ表

※主に重症心身障害児・者を通わせる場合、児童発達支援及び放課後等デイサービス、生活介護
を一体的に 運営可
※療養通所介護では、児童指導員又は保育士と児童発達支援管理責任者又はサービス管理者の
配置が必要
※機能訓練担当職員は理学療法士又は作業療法士でなくても可、生活支援員は特に資格要件無し

厚生労働省資料：
・「児童福祉法に基づく主に重症心身障害児を通わせる児童発達支援の事業
等を介護保険法令に基づく療養通所介護事業所において実施する場合の
取扱いについて（平成30年3月30日 事務連絡）」
（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、老健局老人保健課）
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における医療的ケア児の報酬

20

重心事業所の
看護職員加配加算
の見直し

従来通りの基本報酬
（2,098単位）に看
護職員加配加算とし
て、その事業所の医
ケア児の合計スコア
点数40点以上とす
る。

例：400単位×5人
＝２，０００単位
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（参考）医療的ケアの新判定基準

児童発達支援事
業等のサービス
を利用希望する
場合は、医療的
ケアのある児の
保護者が必要な
医療的ケアや見
守りの必要性を
主治医に判定し
てもらい、その
「判定スコア」を
市町村等に提出
する必要がある
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令和3年度介護報酬改定による「療養通所介護」の報酬についてのシミュレーション

利用定員：9名 登録者：15名
収入（1月） 15名全員が月５回以上利用 15名×12,691単位×10円＝ 190万３,６５０円

サービス提供体制強化加算 １５名×２４単位×１０円＝ ３，６００円
口腔・栄養スクリーニング加算 15名×3単位（20単位／6月）×10円＝450円

収入計 190万７７００円
費用（1月） 人件費：管理者看護師１名、看護師1名 介護職員4名 1か月給与 １８0万円

家賃、材料費、車両費 ３０万円
費用計 2１0万円

改定前 利用定員：9名 、登録者：15名
収入 15名全員が平均月7回利用 15名×7回×1８，００単位（送迎・入浴含む）×１０円＝１８９万円

サービス提供体制強化加算 15名×6単位×120回＝ 1万８百円
収入計 １９０万8百円

費用（1月） 人件費：管理者看護師１名、看護師1名 介護職員4名 1か月給与 １８0万円
家賃、材料費、車両費 ３０万円

費用計 2１0万円

改定後

※給与：管理者：45万円、スタッフ看護師35万円、介護職員：２５万円×4人＝1０0万円 ：１８０万円
※その他、家賃、車両費等の経費を３0万円で計算した

－２0万円のカバーは利用者数を増やすことか

－２0万円のカバーは利用回数を増やすことか
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令和3年度介護報酬改定「療養通所介護」にどう対応するか

電話相談で受けた内容について

１．月額包括報酬制になったことで今まで週3～4回の利用者がいると月2３万円超の収入となっていたが、1人1月
13万円弱となる。この収入では1人10万円減少する。頻回利用で在宅療養が維持できてきたが、どうするのか？

・ 医療ニーズを伴う要介護1～要介護５まで利用者のバリエーションと利用者数を増やす。

２．事業を継続させる収入を得るために利用者数を増やすことができるか？
＜定員9人の場合＞
平均、1日６人受け入れることで、稼働日20日間：1２0人日（24人まで可）
登録者数を20人くらいまで引き上げる ➡ 2,538,200円 ※利用回数が月平均5回未満にならないこと

３．サービスの趣旨から医療ニーズと重度要介護ニーズのため短時間利用は困難なことが多いがどうするか？
要介護度５・４の利用者で８割となっている。一度通所すると長時間滞在となるので、例えば3時間の人を1日
2人受け入れることで利用者増を図ることは厳しい。
がん末期の利用者などはあるかもしれない。しかし、対象者像が重度のため、1回通所に来れば8時間利用や1泊
2日利用などにより家族のレスパイトを図っている。
定員数が６～9人で小規模事業所が多いため、18人まで定員を増やすことは、施設・設備面で難しい。

■療養通所介護事業の利用者の在宅生活と事業の経営継続を図るための苦肉の策（電話による意見から）
・主に重症心身障害児者の児童発達支援事業等を併設しているので、対象者を重症児者・生活介護利用にシフトするか
・地域密着型通所介護に変更すると、出来高払いで、要介護5の利用者で6～8時間利用、1回当たりの基本単位は1,308単位
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令和６年度介護報酬改定に向けて

「令和3年度介護報酬改定に関する審議報告」に示された今後の課題等より

地域包括ケアシステムの推進
「療養通所介護についての今後の在り方の検討」が課題とされている。

資料：第200回介護給付費分科会資料４より抜粋
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「療養通所介護」をどう継続・発展するか

■療養通所介護とは：（指定地域密着型サービス基準第40条第1項に規定する指定療養通所介護事業所）
難病等、認知症、脳血管疾患後遺症、又はがん末期の者であって、サービス提供に当たり常時看護師による観察が

必要な者を対象とし、療養通所介護計画に基づき、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能
訓練を行うことをいう。

地域包括ケアシステムの中では、重度になっても最期まで地域で暮らし続けることが目標であり、本事業
が担う機能と役割を持っている。

■ 今後の取組
＊看護師が常時観察し介護職員と協働してケアを行い、医療・介護ニーズを併せ持つ要介護者が
安心して利用できるサービスであることを地域でアピールするため、広報活動を積極的に行う

＊包括報酬のメリットは何かを利用者の立場で考え、それを活用する

＊キャンセルが多いとの実態を踏まえた包括報酬であり、事業者のメリットを再考する

＊令和3年度介護報酬改定の影響に関する実態調査を行って政策提言を行う

＊看多機との整合性を検討する


